
























 （1） 日本学術会議、「軍事的安全保障研究に関する声明」（平成29年3月24日幹事会決定） 
   http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo ― 23 ― s243.pdf　2020年11月29日最終アクセス。 
  なお、引用中にある「上記2つの声明」とは、1950年の「戦争を目的とする科学の研究は絶対にこれを行
わない」旨の声明、と1967年の「軍事目的のための科学研究を行わない声明」を指す。 
































































（3） 杉山滋郎、『「軍事研究」の戦後史 : 科学者はどう向きあってきたか』、ミネルヴァ書房、2017年、V頁。

















 ウ）研究成果が軍事的に利用される可能性がある研究、等 （6） 
 さらに、「軍事利用につなげることを目的とする基礎研究は軍事的安全保障研究の一環である」














  　http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/anzenhosyo/pdf23/170413 ― houkokukakutei.pdf　2020年11月29日最終ア
クセス。 
 （6） 同上、3頁。 
















































































て、デイヴィッド・ペリー（David L. Perry）の研究とその論文‘Using Shakespeare’s Henry V 




論文が刊行された2005年当時において、ペリーは米陸軍戦争大学（U.S. Army War College）に















 （8） 一例として以下の著作を挙げることができる。Theodore Meron, ‘Shakespeare’s Henry the Fifth and the Law 
of War’,  The American Journal of International Law Vol. 86, No. 1 (Jan., 1992), pp. 1 ― 45. 
 （9） David L. Perry, ‘Using Shakespeare’s Henry V To Teach Just-War Principles’ (2005), http://www.ethicsineducation.
com/HenryV.pdf, （最終閲覧2020年8月3日） 
 （10） David Perry, ‘Defy Us to Do Our Worst: Ethics and Warfare in Shakespeare’s Henry V’, a paper Presented at the 


































































































































 → この場合、サブロク教授が研究代表者を務める委託研究は軍事研究に該当する。 
 仮想事例4：「他国の国防省からの委託研究」 
 　あるとき、キタヤマ教授は、旧知のサブロク教授から上記の「委託研究の研究分担者になら
ないか」という誘いを受けた。 
 → この場合、もしキタヤマ教授が研究分担者になってしまったら、キタヤマ教授は軍事研究を
行うということを意味する。キタヤマ教授の所属する機関は軍事研究を行わないという方針
を有する以上、その構成員たるキタヤマ教授は委託研究の分担者になってはならないといえ
よう。しかし、もしその委託研究と同じような内容の研究を別に行ったら、その研究は軍事
研究とみなされるのだろうか。この場合、研究費の出所が問題になるように思われる。大学
から支給される研究費、国防省やその関連機関と関係のない公的助成機関からの研究助成金
等で研究を行うのであれば、その研究は軍事研究とは見なされるべきではないだろう。難し
いのは、民間の研究助成機関や企業からの委託研究である。特に防衛産業からの委託研究に
は慎重が期せられるだろう。 
 仮想事例5：「呼び出し」 
 　あるとき、キタヤマ教授は大学当局より呼び出された。その呼び出しは、キタヤマ教授に対
して研究の内容について説明を求めるものであった。キタヤマ教授の研究には「核抑止」とい
う名前がついているが、核抑止を推進するものではない。逆に、国際安全保障政策としての核
抑止の脆弱性を論じるものであり、核抑止について批判的な「平和」研究であった。 
 → この場合、キタヤマ教授の研究は、軍事機関や防衛産業からの研究助成金によるものでない
限り軍事研究とはいえないし、そう見なされるべきではない。 
 仮想事例6：「移籍」 
 　キタヤマ教授は次年度より現任校の国立大学より防衛大学校の教授として移動することに
なった。もしキタヤマ教授が次年度においても同じ内容の研究を行ったら、キタヤマ教授の研
究は軍事研究に該当するのだろうか。 
 → この場合もまた資金の出所に判断が大きく左右されると考えられる。もし防衛大学校から支
給される研究費で同じ研究を続けるのであれば、その研究は軍事研究と見なされうるだろう。
しかし、防衛省やその関連機関と関係のない公的助成機関（例えば、文部科学省）からの研
究助成金（例えば、科学研究費助成事業に基づく科学研究費補助金）等で研究を行うのであ
れば、その研究は軍事研究とは見なされるべきではないだろう。とはいえ、たとえ軍籍を有
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しない民間人の教官であっても、軍事機関に所属してその職務として研究を行う以上、その
研究が軍事研究ではないとしても、そう見なされうる可能性は否定できない。 
 仮想事例7：「無間地獄？」 
 　防衛大学校に所属するキタヤマ教授は、次年度より軍事研究を行わないという声明を出した
私立大学に移動することになった。この場合、もしキタヤマ教授が次年度においても同じ内容
の研究を行ったら、キタヤマ教授の研究は軍事研究に該当するのだろうか。 
 → この場合、やはり資金源によってその研究が軍事研究と見なされるかどうかが分かれそうで
ある。 
 　これらの事例から考えると、軍隊や国防省やそれら関連機関からの資金やその他便宜の供与
を受けた研究は軍事研究と見なされうる。ここで注意すべきことは、それらの機関から資金の
供与がなかったとしても、もしその研究がそれらの機関から依頼されたものであれば軍事研究
と見なされうるということである。つまり、正戦論や軍事倫理学の研究は、それらのテーマや
トピックや内容が軍事研究か否かを決定づけるものではなく、所属機関と研究費の出所によっ
て決定づけられるといえよう。 
 おわりに 
 　本稿では、試論的に、軍事研究の特徴を概観した。軍事研究とは何であるかの定義は非常に
困難であり、様々な議論があるだろう。本稿では軍事研究―非軍事研究の間に明確な線引きを
試みるよりも、厳密には軍事研究とはいえないが軍事研究とみなされる可能性のある研究とい
うカテゴリーのあぶりだしを試みた。このカテゴリーこそ、私たち研究者が最も切実に考えて
いくべきことではないだろうか。また、事例が示すように、その研究が軍事研究と見なされる
のか、それともそうではないのかは、研究者の所属や研究費の資金源に依存するように思われ
る。問題は、研究者の所属が変わったり、研究費の資金源が変わったりすることによって、研
究者が行う研究が軍事研究とされたり、またそうではないとされたりした場合、継続的な研究
が困難になったり、研究を中止しなければならなくなるということが懸念される。 
 　本稿の冒頭で問題提起を行ったように、私たち研究に携わる者が気を配るべきことは、研究
の目的や意図やテーマに反して、また私たちの誠意に反して、誰か力の強い者によって、自ら
の研究が軍事研究と断罪され、研究の遂行に圧力がかかる可能性ないとはいい切れないという
ことである。そのようなことが起こらないためにも、私たちは研究者集団として何をもってそ
の研究を軍事研究とし、また何をもって非軍事研究するのかについての議論をさらに含めてい
く必要があるだろう。 
